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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第14期
第１四半期
連結累計期間

第15期
第１四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (百万円) 164,540 166,761 727,849

経常損益（△は損失） (百万円) △4,223 △4,222 18,496

四半期（当期）純損益
（△は損失）

(百万円) △5,299 △5,380 7,845

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △2,210 66 2,111

純資産額 (百万円) 161,893 193,326 196,144

総資産額 (百万円) 992,569 977,349 982,231

１株当たり四半期（当期）純損益
金額（△は損失金額）

(円) △5.63 △4.38 7.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 13.68 17.04 17.27

(注)　１．第14期第１四半期連結累計期間及び第15期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、

第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災の復興需要等により、設備投資、住宅投資は

緩やかに持ち直しているものの、欧州債務危機を背景とした海外経済の減速や円高の長期化などにより、

依然として厳しい状況が続きました。

このような状況の中で、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,667億６千１百万円（対前年同期22億

２千１百万円増）、営業利益は４億９千万円（前年同期は12億７千６百万円の営業損失）、経常損失は42

億２千２百万円（前年同期は42億２千３百万円の経常損失）、四半期純損失は53億８千万円（前年同期

は52億９千９百万円の四半期純損失）となりました。

　
なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。各金額については、セグメント間取引の相殺消去

前の数値によっております。

　
① セメント

当第１四半期連結累計期間におけるセメントの国内需要は、東日本大震災の復旧・復興工事や都市部

における民間住宅投資の増加などにより、1,041万屯と前年同期に比べ7.6％増加しました。そのうち、輸

入品は18万屯と前年同期に比べ7.8％増加しました。また、総輸出数量は224万屯と前年同期に比べ

11.3％減少しました。

このような情勢の下、当社グループにおけるセメントの国内販売数量は受託販売分を含め356万屯と

前年同期に比べ8.8％増加しました。輸出数量は69万屯と前年同期に比べ10.9％減少しました。

米国西海岸のセメント、生コンクリート事業は、非住宅建設投資が改善を示し、販売数量は回復傾向に

あります。中国のセメント事業は、不動産投資の停滞による影響を受けました。ベトナムのセメント事業

は、石炭価格上昇等の影響を受けましたが、市況の改善もあり、業績を伸ばしました。フィリピンのセメ

ント事業は、堅調な内需に支えられ、好調に推移しました。

以上の結果、売上高は1,098億４千９百万円（対前年同期71億４千８百万円増）、営業損失は９億１千

３百万円（前年同期は19億１千４百万円の営業損失）となりました。
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② 資源

骨材事業は、東日本大震災の復興需要が徐々に動き出したことから東北地区等の出荷が増加し、販売

数量は前年同期を上回りました。鉱産品事業は、国内向けは粗鋼生産量が東日本大震災直後の低迷から

回復し、鉄鋼向け石灰石の出荷等が好調に推移していることから、販売数量は前年同期を上回りました。

建設発生土処理事業は堅調に推移し、受入数量は前年同期と横這いとなりました。

以上の結果、売上高は201億１千２百万円（対前年同期５億７千４百万円増）、営業利益は３億２千６

百万円（同２億３千５百万円増）となりました。

　
③ 環境事業

石炭灰処理や石膏販売などが好調に推移し、災害廃棄物処理などの取り組みを進めたことから、売上

高は148億５千５百万円（対前年同期10億７千万円増）、営業利益は13億１千６百万円（同１億１千３

百万円増）となりました。

　
④ 建材・建築土木

ＡＬＣ（軽量気泡コンクリート）の出荷は前年同期並みであったものの、他の建材・建築土木事業は

堅調に推移したことから、売上高は174億２千７百万円（対前年同期５億６千６百万円増）、営業損失は

３億６千万円（前年同期は８億１千４百万円の営業損失）となりました。

　
⑤ セラミックス・エレクトロニクス

セラミックス事業は、半導体製造装置及び液晶製造装置向け製品ともに、ユーザーの設備投資抑制の

影響により、また、エレクトロニクス事業は、前期における一部の海外拠点での事業撤退により、前年同

期に比べ減収となりました。

以上の結果、売上高は34億３千９百万円（対前年同期75億９千７百万円減）、営業損失は６億２千４

百万円（前年同期は３億１千３百万円の営業損失）となりました。

　
⑥ その他

売上高は154億４千８百万円（対前年同期12億１千５百万円増）、営業利益は６億２千２百万（同１

億７千７百万円増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は前連結会計年度末に比べ48億円減少して9,773億円となりました。流動資産は前連結会計年度

末に比べ111億円減少して3,233億円、固定資産は同62億円増加して6,540億円となりました。流動資産減

少の主な要因は受取手形及び売掛金が減少したことによるものであります。固定資産増加の主な要因は

投資有価証券が減少した一方で、有形固定資産その他（建設仮勘定ほか）が増加したことによるもので

あります。

負債は前連結会計年度末に比べ20億円減少して7,840億円となりました。流動負債は前連結会計年度末

に比べ36億円増加して4,518億円、固定負債は同57億円減少して3,321億円となりました。流動負債増加の

主な要因は支払手形及び買掛金が減少した一方で、短期借入金が増加したことによるものであります。固

定負債減少の主な要因は長期借入金の減少によるものであります。有利子負債（短期借入金、１年内償還

予定の社債、社債、長期借入金の合計額）は、前連結会計年度末に比べ４億円減少して5,097億円となりま

した。

純資産は前連結会計年度末に比べ28億円減少して1,933億円となりました。主な要因は、四半期純損失

計上に伴う利益剰余金の減少によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は９億８千８百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,977,308,000

計 1,977,308,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,237,800,5861,237,800,586
東京、福岡各証券
取引所(注)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 1,237,800,5861,237,800,586－ －

(注) 東京証券取引所は市場第一部であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

－ 1,237,800 － 86,174 － 34,049

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式    　1,433,000

－ －

(相互保有株式)
普通株式     11,645,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式  1,216,598,0001,216,598 －

単元未満株式 普通株式      8,124,586－ －

発行済株式総数 1,237,800,586－ －

総株主の議決権 － 1,216,598 －

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権の数４個)含まれて

おります。
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② 【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平洋セメント㈱ 東京都港区台場２丁目３番５号 1,433,000－ 1,433,0000.11

山口小野田レミコン㈱
山口県山陽小野田市高栄３丁目
７番１号

189,000－ 189,000 0.01

秩父鉄道㈱ 埼玉県熊谷市曙町１丁目１ 2,022,000－ 2,022,0000.16

有隣興業㈱
埼玉県秩父市上宮地町
２２－２５

2,006,000－ 2,006,0000.16

有恒鉱業㈱ 埼玉県深谷市田中３２８ 3,400,000－ 3,400,0000.27

宝登興業㈱
埼玉県秩父郡長瀞町長瀞
１７６６－１

134,000－ 134,000 0.01

日立寒水石㈱
茨城県日立市平和町２丁目
１－１

10,000－ 10,000 0.00

東海コンクリート工業㈱
三重県いなべ市大安町大井田
２２５０

80,000－ 80,000 0.00

豊橋小野田レミコン㈱ 愛知県豊橋市下地町新道１６ 4,000 － 4,000 0.00

豊中レミコン㈱
大阪府豊中市走井２丁目
１１－１０

9,000 － 9,000 0.00

浜坂小野田レミコン㈱
兵庫県美方郡新温泉町三谷
１５７－１

44,000－ 44,000 0.00

太平洋建設工業㈱ 北海道釧路市末広町６丁目１ 1,656,000－ 1,656,0000.13

秋南アサノコンクリート㈱ 秋田県横手市大雄字小林７８ 6,000 － 6,000 0.00

群馬アサノコンクリート㈱ 群馬県太田市大原町３９－５ 12,000－ 12,000 0.00

山梨アサノコンクリート㈱
山梨県南アルプス市下今諏訪　
１４６６

12,000－ 12,000 0.00

福岡生コンクリート㈱
福岡県北九州市八幡西区木屋瀬
４丁目１５－４

26,000－ 26,000 0.00

南国生コンクリート㈱ 鹿児島県鹿児島市南栄４丁目７ 26,000－ 26,000 0.00

共和コンクリート工業㈱
北海道札幌市北区北八条西
３丁目２８番地

191,000－ 191,000 0.01

㈱デイ・シイ
神奈川県川崎市川崎区浅野町
１－１

1,329,000－ 1,329,0000.10

㈱浅野保険代理部
東京都中央区東日本橋２丁目
２７－８

44,000－ 44,000 0.00

㈱エーアンドエーマテリア
ル

神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央
２丁目５－５

50,000－ 50,000 0.00

小山レミコン㈱ 栃木県小山市渋井６７０ 55,000－ 55,000 0.00

埼央アサノ生コン㈱
埼玉県さいたま市岩槻区長宮
３８３

24,000－ 24,000 0.00

磯山レミコン㈱
三重県鈴鹿市磯山１丁目２０番
５１号

10,000－ 10,000 0.00

三次レミコン㈱
広島県三次市布野町下布野
８５２－１

2,000 － 2,000 0.00

㈱オダ
東京都荒川区西日暮里１丁目
１８－３

304,000－ 304,000 0.02

計 － 13,078,000－ 13,078,0001.05

(注)  「自己株式等」の「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」の欄に含まれない単元未満株式が4,651株

あります。なお、当該株式は、上表①の「発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれております。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 64,505 58,116

受取手形及び売掛金 167,638 159,418

商品及び製品 26,155 29,121

仕掛品 4,773 4,304

原材料及び貯蔵品 37,145 39,053

その他 36,046 35,200

貸倒引当金 △1,766 △1,873

流動資産合計 334,496 323,341

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 150,556 151,516

機械装置及び運搬具（純額） 106,117 106,779

土地 151,935 152,825

その他（純額） 53,180 57,455

有形固定資産合計 461,789 468,576

無形固定資産

のれん 12,343 12,447

その他 29,617 30,240

無形固定資産合計 41,960 42,687

投資その他の資産

投資有価証券 78,574 75,921

その他 71,141 72,473

貸倒引当金 △5,730 △5,651

投資その他の資産合計 143,984 142,744

固定資産合計 647,735 654,007

資産合計 982,231 977,349
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 84,300 81,514

短期借入金 251,710 259,122

1年内償還予定の社債 30,366 30,351

未払法人税等 3,251 1,834

賞与引当金 4,395 3,475

役員賞与引当金 7 7

事業譲渡損失引当金 4,191 4,191

その他の引当金 1,468 1,284

その他 68,488 70,048

流動負債合計 448,180 451,830

固定負債

社債 22,143 22,110

長期借入金 205,965 198,128

退職給付引当金 24,802 25,304

役員退職慰労引当金 550 475

関係会社事業損失引当金 138 138

特別修繕引当金 286 303

資産撤去引当金 2,002 1,936

資産除去債務 7,103 8,065

その他 74,915 75,729

固定負債合計 337,907 332,192

負債合計 786,087 784,023

純資産の部

株主資本

資本金 86,174 86,174

資本剰余金 50,636 50,636

利益剰余金 85,041 77,203

自己株式 △916 △918

株主資本合計 220,935 213,096

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 985 5

繰延ヘッジ損益 20 20

土地再評価差額金 4,710 4,710

為替換算調整勘定 △53,678 △47,823

在外子会社の退職給付債務調整額 △3,358 △3,494

その他の包括利益累計額合計 △51,321 △46,581

少数株主持分 26,529 26,811

純資産合計 196,144 193,326

負債純資産合計 982,231 977,349
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 164,540 166,761

売上原価 137,286 137,521

売上総利益 27,254 29,239

販売費及び一般管理費 28,530 28,749

営業利益又は営業損失（△） △1,276 490

営業外収益

受取利息 116 110

受取配当金 213 203

その他 1,116 926

営業外収益合計 1,445 1,240

営業外費用

支払利息 2,340 2,279

持分法による投資損失 982 2,836

その他 1,069 836

営業外費用合計 4,392 5,953

経常損失（△） △4,223 △4,222

特別利益

固定資産処分益 378 127

その他 144 22

特別利益合計 522 150

特別損失

固定資産処分損 204 229

事業撤退損失 365 215

災害による損失 932 －

その他 191 173

特別損失合計 1,694 618

税金等調整前四半期純損失（△） △5,394 △4,690

法人税等 28 864

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △5,423 △5,554

少数株主損失（△） △123 △174

四半期純損失（△） △5,299 △5,380
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △5,423 △5,554

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △538 △786

繰延ヘッジ損益 △7 △0

為替換算調整勘定 1,975 4,930

在外子会社の退職給付債務調整額 13 △135

持分法適用会社に対する持分相当額 1,769 1,613

その他の包括利益合計 3,212 5,621

四半期包括利益 △2,210 66

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,357 △640

少数株主に係る四半期包括利益 146 707

EDINET提出書類

太平洋セメント株式会社(E01130)

四半期報告書

14/21



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、㈱タックは清算結了のため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、冀東太平洋（北京）環保工程技術有限公司は新規設立のため、持分法適用の範

囲に含めております。

　

【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更に伴う損益への影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。但し、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社については、法定実効税率

を使用して計算した金額を計上しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】
　
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 9,993百万円 9,246百万円

のれんの償却額 520 491

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,372 2.50平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,472 2.00平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)
　

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

セメント 資源
環境
事業

建材・
建築土木

セラミッ
クス・
エレクト
ロニクス

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 99,97815,67112,52015,98511,032155,1899,351164,540 ― 164,540

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

2,7223,8661,263 875 4 8,7314,88113,613△13,613 ―

計 102,70019,53813,78416,86011,036163,92114,233178,154△13,613164,540

セグメント利益又は
損失（△）

△1,914 90 1,202△814 △313△1,749 444△1,304 27 △1,276

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、エンジニアリング事業、

情報処理事業、金融事業、運輸・倉庫事業、スポーツ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)
　

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

セメント 資源
環境
事業

建材・
建築土木

セラミッ
クス・
エレクト
ロニクス

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 107,33016,13913,55116,4273,430156,8799,882166,761 ― 166,761

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

2,5193,9721,303 999 9 8,8045,56614,371△14,371 ―

計 109,84920,11214,85517,4273,439165,68415,448181,133△14,371166,761

セグメント利益又は
損失（△）

△913 326 1,316△360 △624 △256 622 365 124 490

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、エンジニアリング事業、

情報処理事業、金融事業、運輸・倉庫事業、スポーツ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 5.63円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存
在しないため、記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額 4.38円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存
在しないため、記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

四半期純損失金額（百万円） 5,299 5,380

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 5,299 5,380

普通株式の期中平均株式数（千株） 940,817 1,228,315

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月13日

太平洋セメント株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    青    木    俊    人    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木    一    宏    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平
洋セメント株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期
間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成
24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四
半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平洋セメント株式会社及び連結子会社の平
成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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